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子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 
 

当社は、2019年４月１日開催の取締役会において、当社子会社であるADWAYS INNOVATIONS INDIA 

PVT. LTD.（以下「インド子会社」）の当社持分株式全てを2019年４月１日付で譲渡する旨を決議いた

しましたので、お知らせいたします。 

記 

１．異動（株式譲渡）の理由 

 当社は、グループ再編の方針に基づき、本日開催の取締役会において、当社が保有するインド子会

社のすべての株式を、インド進出を検討している株式会社ＧＮコンサルティングと株式譲渡契約を締

結するに至りました。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 ADWAYS INNOVATIONS INDIA PVT. LTD. 

（２） 所 在 地 インド共和国ハリヤーナー州グルガーオン 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 李 相元 

（４） 事 業 内 容 広告代理事業およびメディア事業 

（５） 資 本 金 195百万インドルピー（約312百万円、１インドルピー＝1.6円で換算）

（６） 設 立 年 月 日 2016年５月17日 

（７） 出 資 比 率 当社 99.23％、当社子会社 0.77％（当社グループ100％） 

（８） 
当社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 当社が当該会社株式を99.23％保有しております。 

人的関係
当該会社の取締役３名のうち２名は当社の取締役及び従業

員であります。 

取引関係 当社は当該会社に対して、立替金等の資金取引があります。

（９） 当該会社の最近２年間の連結経営成績及び連結財政状態※ 

決算期 2017年３期 2018年３期 

 純 資 産 96百万円 63百万円

 総 資 産 132百万円 111百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 0.493円 0.325円

 売 上 高 76百万円 128百万円

 営 業 利 益 ▲78百万円 ▲45百万円

 経 常 利 益 ▲90百万円 ▲44百万円

 当 期 純 利 益 ▲163百万円 ▲44百万円

 １株当たり当期純利益 0.842円 0.227円

 １ 株 当 た り 配 当 金 ―円 ―円

※2019 年３月期の連結経営成績及び連結財政状態は現在集計中のため、記載しておりません。また、

インド子会社は 2016 年５月設立のため 2017 年３月期及び 2018 年３月期の最近２年間の連結経営

成績及び連結財政状態を記載しております。 



  

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社GNコンサルティング 

（２） 所 在 地 東京都新宿区新宿5丁目18番20号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 中仮屋 俊輔 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング 

（５） 資 本 金 99,500,000円 

（６） 設 立 年 月 日 2012年10月5日 

（７） 純 資 産 665,000円 

（８） 総 資 産 9,118,000円 

（９） 大株主及び持株比率 中仮屋 俊輔 100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当該会社の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

 ４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

19,350,000株 

（議決権の数：19,350,000個） 

（所有割合：99.23％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 

19,350,000株 

（議決権の数：19,350,000個） 

（所有割合：99.23％） 

（３） 譲 渡 価 額 1円 

（４） 異動後の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0.0％）※引き続き、当社子会社にて0.77％を

保有いたします。 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2019年４月１日 

（２） 契 約 締 結 日 2019年４月１日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2019年４月１日 

 

６．今後の見通し 

本件による当社の 2020 年３月期に与える業績への影響は軽微であると見込んでおりますが、今後

業績に重大な影響が生じる場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


